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コルナトウスキ・ヒェラルド *

Ⅰ はじめに

1990年代に続き、2010年代の出入国管理及び難民

認定法の改定によって新たに創設された在留資格な

どの影響で、様々な在留資格を持つ外国人生活者が

増加し、「タウン」まで発展しなくても国内各地にお

いて様々な「エスニック空間」が生成されつつある。

これに対し、外国人生活者を受け入れていく地域社

会のインフラ整備が問われており、とりわけコミュ

ニティースケールでのイニシアチブや取り組みへの

注目が高まっている（コルナトウスキ他2022）。こう

した取り組みを支えるため、国や自治体のスケール

では、地域住民の理解が得られるような地域の国際

化・活性化を図るため、文化的・社会的多様性を推

進する「多文化共生」関連の政策や方針が次々と打ち

出されている（村田2022）。
しかし、在留資格が多様化し続けている影響によ

り「外国人」という大まかな概念がますます曖昧化し

ていることもあり、単なる多文化的問題を超えた仕

組みとなる受入インフラの重要性が増している。例

えば、大重（2020）が指摘するように、「オールド・

ニューカマー」や「外国にルーツを持つ人々」などの

表現の適切さをめぐる議論もあるが、在留資格の増

設にともない、外国人のさらなる階層化が進んでい

ることも大きな課題である（青木2006）。つまり、受

入制度・チャンネルの違い（安里2022）、身分・就労・

就学に分けられる在留資格の法政策的な違い（烏蘭

2023）、メジャー・マイナーな送り出し国によって

集団（エスニックグループ）の一員あるいは個人とし

て扱われる傾向の違い、さらにはそれと関係づけら

れる気質・宗教・信仰の多様性（城本2018）など、こ

れらの違いによって「外国人」が様々な立場に置かれ

ていることは明らかである。また、これらの違いか

ら生まれる困難やニーズが複雑化していると言えよ

う。したがって、今後の受け入れを円滑に進めるた

めには、こうした階層化に起因する細かいニーズへ

の理解を深める必要があるとともに、受入インフラ

の整備に対する柔軟なアプローチも求められる。

本稿では、上述した在留資格・制度・ニーズなど

の複雑化に着目しながら、地域で実際にどのような

受入インフラの整備が行われているかを検証する。

「受入インフラ」とは、自立生活を支える様々な交流

イニシアチブや支援サービス（＝「共助」）の場であ

り、単なる居場所よりもより広い範囲での仕事、買

い物、緊急時対応など、日常生活再生産の維持に不

可欠な（自立的）生活環境（＝「自助」）というインフラ

を含む。以下は、こうした生活環境とリンクした整

備の実例を基に、複雑化している外国人生活者の

ニーズへの対応の仕方を取り上げながら、実際に地

域における「多文化共生」の在り方を明らかにする。

2．理論的フレームワーク

2.1．連帯ハブの概念

Demelius（2020: 7）によれば、多文化共生政策の一

環として地域で開かれる多文化交流フェスティバル

などの取り組みは、確かに日本人と外国人が互いの

境界を越えて交流する機会であり、個人レベルでの

信頼が得られる交流の場でもある。しかし、Deme-
lius（同）がさらに指摘するように、こうしたフェス

ティバルなどのイベントは「状況的」（または瞬間的）

なものでもあるため、両グループの相互理解が具体

的に深まる傾向は未だにあまりみられない。一方、

本稿で述べる「受入インフラ」は、むしろ地域が日常
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的な包容力を発揮する場であり（コルナトウスキ他

2017、Mizuuchi et al. 2023も参照）、人と人のつなが

りだけでなく、人が人を地域資源につなげていく機

会を与えるポテンシャルも有しているものである。

同じように、コルナトウスキ他（2022）は、地域日本

語教室などの公共性をもった施設において、人が地

域資源に接触する場を「コミュニティーハブ」と呼

び、こうした施設が地域社会への（支援の）窓口のよ

うな役割を果たしていることを主張している。この

ように、コミュニティーハブは、一つの社会的な空

間であり、地域コミュニティーとのプラットフォー

ムを形成し、外国人生活者が抱えている具体的な不

安や悩みを共有できる場である。また、支援の仕組

みからみると、こうした場所は多くの場合、市民社

会と行政の架け橋でもあるため、共助支援体制が生

まれやすい環境でもある。一方、コミュニティーハ

ブは、NPOなどの市民社会が地域空間を通じて系

統的に多様な支援サービスのネットワークを組織す

る「サービスハブ」（コルナトウスキ2020）のような、

（福祉制度などの）公助まで入り込むシステム化した

共助ネットワークではない。したがって、コミュニ

ティーハブは、一般市民（庶民）のノウハウ・知識が

基礎となっており、支援・情報サービスへのアクセ

スを可能にする機能は持っているが、むしろベー

シックな社会包摂機能しか果たさないメカニズムに

特徴づけられる。

しかし、コミュニティーハブは、地域の中の主体

でありながら、一つの中心から（その地域にしか中々

知られていない）様々な支援や情報とつながる機能

が主たる特徴であれば、特に日本人と外国人の対話

または地域住民と外国人生活者の間における異文化

交流という条件的・瞬間的な段階では、必ずしも

「社会包摂」まで及ばなくても、地域中心のより緩や

かな連帯づくりも視野に入れる必要がある。ここで

は、コミュニティーハブのようにつながっていく仕

組みとは対照的に、外部からの関わりやサポートの

仕組みに注目したい。すなわち、ボランティア活動

の場合でも、何らかの支援体制構築の場合でも、こ

れらが必ずしも内部の組織や地域住民だけで構成さ

れるものではなく、相手を構いたい動機から地域に

関心を示したり、外国人支援などの特定の課題に取

り組む目的で外部から関わってくる人も当然いる。

相手を構いたい動機とは、役立ちたい、学びたい、

具体的な支援をしたいなど様々であるが、連帯に基

づいたものであるといえよう。こうした（必ずしも

一ヶ所に限らない）外部から、連帯を示す・強化す

る目的で特定の地域といった社会空間に入り込むダ

イナミクスを捉えるため、「連帯ハブ」概念を提示す

る。ただ、ここでまず指摘したいのは、連帯ハブの

概念がサービスハブ・コミュニティーハブに倣って、

「〇〇ハブ」というネーミングにこだわっているので

はなく、むしろ地域という（この場合では共助支援

へのアクセスを確保する）社会空間的な中心（内部）

と支援・人的資源が存在する周辺（外部）が連動する

ことで一つの連帯メカニズムが構成されることが重

要なポイントである。

図1では、コルナトウスキ（2022）が概念化したコ

ミュニティーハブ（左図）と本稿で提示する連帯ハブ

（右）を対比させている。連帯メカニズムの形成要因

への着目が対照的であり、左図では、一つの中心が

窓口のように様々な地域資源とつながる方向性を示

し、外国人生活者がトランスナショナルなつながり

（各角の部分）までを含む自立生活を維持する多数の

連帯チャンネルへのアクセス権が得られることが描

き出されている。一方、右図では、外部から様々な

支援ノウハウや、人的資源やサポートが一つの中心

図 1　コミュニティーハブ（左図　コルナトウスキ , 2022）と連帯ハブ（右図）を図化したイメージ
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へ入り込む方向性を示し、外国人生活者の自立生活

を支える一つの連帯体制を形成させる過程がプロッ

トされている。この右図の各角で示しているキー

ワードは、支援など関わりを持つ外部者の動機を表

している。また、両図からすると、こうしたボラン

ティアなどの外部者の動機が地域内部で支援を求め

る外国人生活者のニーズと一致することが連帯体制

全体の効率性に影響することが考えられる1）。

では、連帯ハブの共助支援体制は、受入インフラ

の形成とどのような関係を持つのか。具体例を取り

上げる前にその空間性を議論する。

2.2．連帯ハブとエンクレイヴ化過程との相互関係

について

前節で述べた通り、在留資格の多様化をもたらす

外国人の受入制度や法的枠組みなどの違いによっ

て、外国人が様々な立場に置かれている。これに

対し、Baas（2018）は、こうした様々な立場が外国

人の移住経験や日常の在留生活に影響をもたらし、

在留外国人にとっては、ホスト社会における「一時

性」、「就労・労働形態」、「流動性」が大いに変動す

ると指摘している。つまり、定住や永住という「永

続性permanency」のある在留資格を得ることが困難

である技能実習生などにとっては、「一時性」が社会

的な周辺性につながり、ほとんどの場合、福祉、教

育、政治などへのアクセス権を確保する市民権から

疎外される傾向にある。したがって、ホスト国民と

同じ市民権を有していないことで、仕事へのアクセ

スも制限され、スキル基準に基づいた「就労・労働

形態」に伴う搾取問題と密接に関係する。また、就

労へのアクセスをいわゆるブローカーなどの移住産

業が担っていることが多く、送り出しの時点で特に

各受入制度・チャンネルとスキルで分けられ、移住

までのスピードや手続きの待ち時間など、「流動性」

の度合いも異なる。在留資格の変更なども、宙に浮

いた状態のような「非流動性immobility」による不安

定を引き起こす一つの要因である。近年の移住研究

では、こうした移住産業によって決められる「流動

性」が、「移住インフラ」として捉えられることが多

い（例えば、Lindquist他2012; Lin他2017）。また、こ

うした移住インフラによって異なる立場から見えて

くるインジャスティス（不公平）も注目されている

（Kathiravelu 2021）。
上記の「一時性」、「就労・労働形態」、「流動性」を

踏まえ、特に外国人労働者が定着せず、入れ替わ

りが激しい状態に着目し、ホスト社会への「非統合

non-integration」というが概念が扱われるようになっ

た（Lam他2022）。シンガポールはその好例であり、

日本の初期技能実習生制度にように、低スキルの外

国人（肉体）労働者は、住む場所を選ぶ権利がなく、

雇用先によって決められた宿泊所に滞在する選択肢

しかない。さらに、市民・国民により区別された労

働力であるため、結果的には、（特に都市の周縁部

での）すみ分け（segregation）があり、居住形態も異

なる（コルナトウスキ2017）。ここで市民権の有無に

よる格差社会が現れ、外国人労働者が他人化された

空間が具体化する。Lam他（2022:16）は、こうした

空間的なプロセスを「囲い込みenclosure」と呼び、こ

れは上からの規律的権力の押しつけを意味し、決め

られた宿泊所のように、意図的に集積を図った移民

の日常生活への介入を通じて常に遠くから統治する

ことを可能にし、なおかつ流動性を実際に制限する

排除的手段を伴う仕組みとして説明する。一方、囲

い込みと異なり、移住研究でよく取り上げられるエ

ンクレイヴとは、よりボトムアップのプロセスであ

り、一方では市民権の欠如などの制約から生じる在

留外国人（移民）の集積であるが、他方では互助ネッ

トワークを築きながら少数派の権利を求める闘争の

基盤を守るために、在留外国人が戦略的に集積を選

択することを指す。しかし、Lam他（2022）が論じる

非統合的共生の場合では、エスニックタウンという

固定した空間ではなく、例えば、香港や台湾のよう

に日曜日だけ家政婦労働者が公園やモールといった

公共空間などを自分の空間にし、占拠する場所も頻

繁に変えるといった一時的かつ流動的な空間とな

る。また、このように、エンクレイヴという空間

的なアウトカムというより、常に変動する「エンク

レイヴ化」の過程が最も着目され、（公共）空間への

アクセス権を求める在留外国人とホスト社会（とり

わけ権力をもつ行政や地域のステークホルダー）の

間に起こる交渉・闘争過程に焦点が置かれる（Goh 
2022も参照）。

いずれにせよ、両方とも非統合的共生の社会空間

的な結果であり、永住・定住という定着がなくて

も、在留外国人が何らかの形での集積をさせられる

（囲い込み）または求める（エンクレイヴ）メカニズム

である。しかし、特にシンガポールやアラブ諸国に

おける極めて厳格な外国人労働レジームを軸にした

囲い込み及びエンクレイヴ化過程を分析する（移住）

研究では、権力者と在留外国人の間に立つ市民社会

が果たす役割への着目が不十分であり、NPOなどと

いった市民社会による共助支援とそのネットワーキ

ングがエンクレイヴ化過程といかに関係しているか

明確になっていない。以下は、連帯ハブ概念を用い
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ながら、エンクレイヴ化における共助支援の役割を

考察し、具体的な事例を取り上げる。そのため、ま

ずは次節で研究方法について述べる。

3．方法論

3.1．方法

連帯ハブの基盤である受入インフラを構築する

際、共助支援サービスの内容や提供戦略が大きな

キーポイントとなるが、個々の（ボランティアなど

の）関係者が有する動機や地域（が抱えている課題）

への関心は様々であり、反対に連帯ハブを利用する

在留外国人が抱えるニーズも多種多様であることか

ら、その複雑さを把握するためには、フィールド

調査が適切であると考えられる。さらに、市民社

会が連帯ハブの担い手であることからすると、関

連政策や政治などの構造的な問題というより、肌

で感じる社会課題や地域（空間）に対する個人的な

見方など、連帯ハブの具体化において「一般認識

general perception」も大きな影響力をもつと思われ

る。こうしたダイナミズムは、ボトムアップな形ま

たは共助支援の理念を基に連帯ハブを形成させる

原動力である同時に、地域空間に収まるミクロス

ケールでの「ソフトな都市化」を意味する過程でもあ

り、構造的な力を分析対象にするというより、主

体性（エージェンシー）を捉える方法が求められる

（Kornatowski 2023）。こうしたアプローチは、空間

関係や生産された空間といった地理が、常に社会

生活を制約すると同時に可能にするものでもあり、

それゆえに政治闘争の重要な焦点を置く「人民の

地理学（people’s geography）」（崔2022；Anderson他
2002；Mitchell 2009）に位置づけることができるが、

本稿では、政治闘争まで展開されなくても、Perera
（2015）やSimone（2004）が主張するような日常生活

的な行動が権力などの構造的な力に対しもう一つの

地理を生産することに着目するため、「庶民の地理

学 common people’s geography」を示唆したい。もち

ろん、どちらのアプローチも、Lefebvre（1991）が論

じた空間の獲得及び生産が常に争われるプロセスで

あるという共通理解をもつが、とくに政治的な目的

やインプリケーションを持たず、地域空間における

日ごろでの非見世物的（”unspectacular”、DeVerteuil 
2015）な（支援活動などの）実践、つまり、実用主義

的な活動やアクティビティがもつ力にフォーカスす

る。ひいては、地域の担い手、日本人住民、地域で

支援活動を行うNPOやボランティア（団体）自身の語

りを通じて、現実的かつ具体的な多文化共生に向け

た連帯ハブの形成過程を検討する。

3.2．庶民の地理学的フレームワーク

まずは、庶民の地理学的なフレームワークを説

明しなければならない。比較都市研究者のRobinson
（2006）やRoy他（2011）が議論してきたように、グ

ローバル都市に基づいた一般都市論よりも、都市の

様々な大きさ（面積）・人口規模・密度に着目し、人

の創造力（＝エージェンシー）や都市空間の独特な歴

史性・複雑さが目立ちがちな「普通の都市」をベース

にした理論フレームワークが問われる。本稿では、

都市論に関して今まで取り上げられることが少な

かった一方、歴史的・現在的な国際ゲートウェイと

しても知られている横浜と福岡を対象フィールドに

する。横浜と福岡の都市的特徴に触れておくと、両

市とも成長港湾都市（小池2022）であり、シーサイド

ももち地区（福岡）とみなとみらい地区（横浜）という

グローバル都市空間的なウォーターフロント開発地

（川口他1998；長沼2012）を誇っているという共通点

がある。また、こうしたグローバル都市空間を伴う

「知識創造都市＝ナレッジ・シティ」へのアスピレー

ション（福岡、福岡アジア都市研究所2013）と創造都

市のラベル（横浜、上野他2014）を重視した経済成長

を目指し続けている。さらに、近年は、国家戦略特

区関連の「外国人創業活動促進事業」（スタートアッ

プビザ）も進められており、両市が自らの国際競争

力を高めるため、IoT分野などでのグローバル人材

を確保するにあたって積極的な取り組み姿勢を見せ

ている（例えば、佐藤他2021）。一方、グローバルな

高度人材とは異なり、アルバイトから直接雇用まで

の非正規雇用の形態で、もはや単純労働に従事する

外国人も増加しており、在留資格とエスニシティに

はよるが、より古い市街地に集中する傾向がみられ

る2）。こうした傾向は、エンクレイヴ化をともなっ

た連帯ハブの形成が展開されつつある福岡市博多区

吉塚地域と横浜中区伊勢佐木町地域で顕在化してい

るため、本稿で検証する。

では、両地域に対し、どのような庶民の地理学的

なアプローチが考えられるであろうか。ここでは、

在留外国人のような流入人口の存在にも着目し、庶

民の観点から立つ都市論を示唆した経済人類学者の

栗本（1983）による研究を取り上げる。この研究では、

包容力ある都市論ともいえるほどの受入（インフラ）

機能を歴史的に果たしてきた都市空間へのアプロー

チでもあると考えられる。すなわち、栗本が論じる
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ように、都市は、「秩序や文化で息苦しくなってし

まうムラから人間が解放され、自分自身の洗濯をし

なおす＜反文化＞の場」（同: 9）でありながら、「時

間と空間の取り扱い方に関するルール」（同: 10）を

意味する秩序・（一般）文化とズレる、基本的に農村

や漁村の「ムラ」に存在しない、もはやカオスな形で

他人を受け入れやすい環境空間を必ずもつライフ

ワールドであるとする。歴史的にみると、こうした

空間は、商業・（大）市場の中心地と重なり、主に商

人というよそ者によって生産された空間であるた

め、村に表象される共同体の経済的基盤である「互

酬」（本稿では「互助」を用いる）や「再分配」（本稿

で用いる「公助」にも該当する）ではなく、市場交換

（＝本稿で用いる「自助」の基盤）からなるものである

（同: 60-61）。興味深いことに、こうした共同体・ム

ラによる互酬・互助の仕組みは、（定着型）移民のソー

シャルモビリティーに関する「アライバルシティ」の

理論（Saunders 2011）と反響するところである。すな

わち、エスニックタウンやスクォッター地区などの

エンクレイヴは、一般社会へ移行する前の中間的か

つ一時的な居住地であり、移民における地方民から

都市民への移行過程を促す社会空間として機能す

るものであるとSaunders（同）は主張する。したがっ

て、居住者と共にその空間自体が常に流動的な状態

に置かれているが、実質的には都市の中のムラであ

ると述べている3）。つまり、（理想像ではあるが）ソー

シャルモビリティーと社会的な移行は、都市へ流入

し、集住地区であるエンクレイヴにおいて主に互助

ネットワークを通じて自立生活を手に入れた後に、

（世帯単位で）一般地域へ引っ越すことで互助ネット

ワークが強い集住空間から「卒業」し、自助生活を送

るという空間的な移行でもある。したがって、エン

クレイヴは、卒業者が出ていく際に次の流入者が同

じ過程を辿ることからムラのまま存続することとな

る。

3.3．エンクレイヴと共助支援を結ぶ商店街という

連帯ハブの「場」

上述したことから、庶民の地理学的なアプローチ

では、都市にしか形成されない互助・互酬ネット

ワーキングと非秩序・他文化といったエンクレイヴ

の形成過程がみられる空間において、（日常）生活の

支えでありながら実質的には誰でも受け入れる役割

も歴史的に果たしてきた商業・市場の役割が一つの

キーポイントとなる。もちろん、栗本（1983）も指摘

するように、都市の近代化が進めば進むほど、こう

した空間がますます権力（＝一般文化・秩序化）の対

象になるが、完全に消滅することはむしろ例外的で

ある。しかし、エンクレイヴという特定の空間と連

帯ハブとの相互関係を明らかにする場合、権力をめ

ぐる秩序・一般文化と非秩序・他文化における社会

空間的な境界に触れる必要がある。これに関しては、

栗本（同）が都市空間を3つに類型化している。すな

わち、①行政・政治といった中心性をもつ「光」の空

間、②主に商業の中心地である「闇」の空間、そして

③匿名性が極めて高い歓楽街・盛り場の中心地であ

る「闇の闇」の空間である。実例としては、福岡市の

①城下町であった福岡地区、②商人の町であった博

多、そしてかつて遊郭や、茶屋、芸人町であった千

代～箱崎地区が取り上げられている（同194）。実は、

このような類型化は、水内他（2008:  320-325）が論

じる、①民間資本の投下が著しい計画都市である歴

史的なコアとそのフリンジエリアという「都市の光」

と、②民主導の事業が成立しづらく、社会政策（ま

たはそれを求める社会運動）を必要とするインナー

シティないしインナーエリアという「都市の影」に類

似しており、都市への流入者に関しては、「都市細民」

とエスニックグループ（とこれらを伴う居住分化）

というエンクレイヴ空間が取り上げられている（同: 
64）。
しかし、「闇」というのは、決してマイナスばかり

ではない。上述したように、非秩序ということで、

権力の支配からある程度の距離を保っているが、こ

うした特徴こそがよそ者に対する包容力を引き起こ

す基盤である。栗本（1983）が論じるように、都市が

闇の世界への出入口とならなければ、都市がムラ化

してしまうため、都市には、光・闇・〈闇の闇〉の各

空間を結束する宿命がある。そうであるならば、対

立空間であっても、これらの空間における境界は、

完全に不浸透なものではなく、むしろ真逆で、移動・

流動の役割を果たすものである。栗本（同: 65）によ

ると、「光の都市と闇の都市には、たいてい、両者

を結ぶ特別な道路がある」という。これは街道のこ

とを指す。

より現代的に考えると、人の移動・流動をキャッ

チし、成長を遂げるのは、商店街である。また、世

界中でも、街道沿いの商店街は数多くある。藤崎

（2008）によれば、商店街とは、商いを生業とした商

店が複数存在し、形成された「商店」の「街」であり、

歴史的にみると、城下町や門前町などのように商圏

を地域のニーズや時代変化に合わせて変化してきた

街である4）。ここで庶民の観点に戻ると、商店街は、

商業機能だけを持つ場ではなく、集客することに

よって、人に付随する情報の蓄積や発信、地域文化
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の交流や伝統の継承が行われることや、イベントな

どの非日常の娯楽を提供する場であることが重要な

指摘であり、栗本（1983）が論じる非日常的な世界と

のつながりを持っている、商業の中心地である〈闇〉

の都市と一致する点である。また、以下で論じる通

り、受入インフラからなる連帯ハブの特性も、こう

した商業機能と社会機能と密接に関係している仕組

みである5）。

以上、商店街という、庶民的な空間でありながら、

誰でも訪れやすい地域性をもつ場所に着目し、流入

する在留外国人によるエンクレイヴ化を伴う連帯ハ

ブの形成を検証する。福岡市の吉塚地域には、「吉

塚リトルアジアマーケット」、横浜の伊勢佐木町地

域には「伊勢佐木モール」といった商店街がある。ど

ちらも在留外国人を受け入れる磁場となっており、

「闇の都市」として、〈闇の闇〉を表象するインナーエ

リアと隣接する地域性をもつ商店街である。まずは

横浜の事例を取り上げる。

4．横浜市中区伊勢佐木町地域―自助・互
助空間に乗っかった連帯ハブ

4. 1．エンクレイヴ化の背景

神奈川県内最多の在留外国人を抱えている横浜市

には、鎌倉街道と平行した伊勢佐木町地域の中心で

ある伊勢佐木モールがある。ここでは、1980年代以

降在留外国人が増えており、中区総人口の約10％を

占めるエスニックタウンが形成されつつある（堀江

2015）。栗本（1983）による都市空間の類型化にした

がえば、この地域は関外エリアに位置し、〈闇〉の空

間に当たる。さらに、福富町や曙町という歓楽街に

接しており、〈闇の闇〉の空間との境界線にある。ま

た、モール商店街の奥あたりに、戦後から2005年ま

では青線地帯として有名であった黄金町があるが、

横浜市による創造都市政策の一環でアート・ギャ

ラリーの街に変身している（Sasajima 2013）6）。一方、

JR関内駅より西側、関内エリアに入ると、歴史的

なコアを占める〈光〉の空間が広がっている。

こうした地理的な状況の中で、伊勢佐木モールを

中心にマルチエスニックな空間が広がっている。福

富町の国際通りには、「Koreatown」の門があり、商

店街では、東北中華系の飲食店が目立つ（山谷2022: 
82）。商店街とその周辺では、送金施設やウィーク

リーマンション、外国人向けの不動産屋なども視線

に入りやすく、街の国際感を増している。さらに、

八百屋など生活用品店が揃っており、非常に便利な

空間となっている。

一方、コロナ過をきっかけに、商店街の奥あたり

に点在するエスニックビジネスに従事している在日

タイ人の自助が脆弱な状況が明るみに出た。堀江

（2015: 38）が述べるように、周辺の歓楽街はそもそ

も就労先として大きな役割を果たしており、エン

ターテイメント活動に従事する「興行」や「日本人の

配偶者」といった在留資格保持者に加え、短期滞在

者や不法滞在者なども特に1990年代以降増える理由

となった。これらの在留資格を反映し女性が大半数

を占めている。現在においても、タイ人によるエス

ニックビジネスに関しては、タイ料理店やタイ食材

ショップも比較的多いが、何よりもタイマッサージ

店が多くを占める。伊勢佐木町地域のフィールド調

査を通じて分かったのは、タイマッサージ店の台頭

は1990年代以降になるが、最初は2店から始まった

が、現時点では、約60店もあり、需要の規模からす

ると、飽和状態となっているという声が上がってい

る。

在日タイ人女性の来日背景と現在直面している生

活問題に関しては、新倉（2024）の研究がある。この

研究は、神奈川県を中心に、在日タイ人による母国

と日本でのトランスナショナル（越境的な）な生活に

着目しながら、壮年期から高齢期に備える就労や福

祉を含む生活環境を分析している。ここからは、伊

勢佐木町エリアにおけるタイ人エンクレイヴの構造

と具体的なニーズが見えてくる。とりわけ、1990年
代をピークに、タイ国籍者の中で正規滞在から「日

本人の配偶者等」「定住者」「永住者」などの身分系

在留資格へのスイッチがみられ、法的には安定した

生活を手に入れられるようになったが、今度はDV
や貧困、日本人配偶者の死亡（年齢格差）などの理由

で、婚姻の不安定ないし破綻が起こり、（法的に安

定する前の時期と同様に）自助・互助を強いられる

ケースが出現している（同: 34-40）。
タイマッサージ店はこうした自助（＝自分で働く・

経営する）・互助（＝エスニックグループ内での紹介）

といった就労によるセーフティネットである。これ

は、特にトランスナショナルな生活において最も身

の自由が確保された永住資格を保持しても、日本語

を話すレベルや偏見などの問題で、一般職に就けな

い際の重要な選択肢となる。また、母子家庭の場合

でも、労働時間が選べる柔軟性もある。

　互助ネットワークから1つ生まれたのは、精神

的な支えにもなるタイ寺院の設立（2017年）である。

すなわち、タイ人エンクレイヴでは、仏教信仰が一
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つの文化的な中心であり、宗教行事を行うために在

日タイ人が寄進し、雑居ビルの中で3つの階を借り

上げ、そこで2021年に在日タイ国僧団協会が登録さ

れ、タイの僧侶（現在3名）が駐在するようになった。

このことにより、街の雰囲気がさらに変わり、オレ

ンジ色の袈裟を着た僧侶が寄付を集めにタイ料理店

やマッサージ店を歩き回る風景が目立つようになっ

た。のちに、この寺院が連帯ハブの基盤ともなった。

4.2．連帯ハブの体制

伊勢佐木町のタイ寺院が設立され、連帯ハブの

基盤となったが、共助支援体制が具体化したのは、

2020年にコロナ禍が始まった時期である。つまり、

行政による時短営業や外出自粛の呼びかけが始まっ

たことにより、上述したタイ人の脆弱な社会的地位

が顕在化し、共助支援が地域に入り込む理由となっ

た。興味深いのは、共助支援体制が出現した場所で

ある。すなわち、横浜では、比較的に早い段階で外

国人支援が展開されており、その理由は伊勢佐木町

と隣接している寄せ場地域（＝サービスハブ）である

寿町の存在にある。この地域は1980年代以降、主に

建設・製造業に従事する東南・南アジア諸国の男性

労働者がオーバーステイの理由で簡易宿泊所街に流

入し、当時の日雇い労働者と同じく、賃金の未払い・

労災に伴う補償問題を抱えていることが判明し、「人

権抑圧」として問題視され、系統的な支援と弁護活

動の対象となった（山本2000: 101）。しかし、2000年
代半ばに入国管理局が「不法滞在者5年半滅計画」を

実施したことで、寿町の外国人労働者は次々と姿を

消し、支援体制と地域とのつながりが希薄化した（渡

辺2023も参照）。

　こうした理由もあり、初期から関わっていた寿

町のボランティア団体（NGO）は、共助連帯のシン

ボル空間である寿町に支援拠点を保ちながら、再度

地域に根差した活動を開始し、タイ人エンクレイヴ

で連帯ハブを築いた。ここで重要なポイントとなる

のは、既存の互助ネットワークへの関与であり、支

援の内容は、伊勢佐木町へのアウトリーチという形

で自助・互助を支えるアプローチである。ここでい

うアウトリーチとは、自ら進んでSOSを探し、相談

サービスの情報を発信することを意味する。相談自

体は、Hotlineで受け付けてり、日常生活から福祉制

度や自己破産にわたり広くカバーしており、医療機

関への同行やほかの専門的な支援サービスへの紹介

も行っている。さらに、日本語教室も運営しており、

出張教室という試みにも着手している7）。こうした

支援へつなげるためには、信頼関係の構築が重要で

あり、「顔の見える」関係性を重視している。こうし

た関係性づくりを効率的に進めるためには、食料配

布という戦略が採用されている。つまり、直接的に

タイマッサージ店などの自助の場を訪れ、食料配布

を行うことにより、支援者と支援の受け手の顔がつ

ながり、SOS相談がしやすくなる。

現在は、フードバンクを通じ、月1回食料配布支

援が行われているが、共助支援サービスにつなげる

だけではなく、不可欠なマンパワーであるボラン

ティアの募集にも大いに役立っている。ここで連帯

ハブの姿がより明確にみえてくる。ここでのボラン

ティアには大きく二つのグループがある。一つ目は、

伊勢佐木町に関心がある、または外国人支援に関わ

りたい学生やこの地域で勤務している人、それから

研究者といった地域外部者である。このグループに

とっては、食料配布というダイレクトな支援は、単

純な作業であり、在日タイ人のライフワールドに無

理なく接することができるため、参与のハードルが

低いと同時にモノを運ぶことで相手から感謝が戻っ

てくる充実感もある。二つ目のグループは、在日タ

イ人という内部者であり、通訳（タイ語）や支援先の

紹介により、地域情報にアクセスするための重要な

役割を果たしている。ただ、内部者といっても、そ

れは必ずしも地域住民という意味ではない。むしろ、

タイ寺院を利用するために地域とのかかわりを持っ

ているという理由が参加の経緯である。ここではタ

イ寺院の位置づけがより明確になる。

　とりわけ、宗教（サービス）を通じ、タイ寺院は

地域の結合点であり、支援を届ける拠点としても機

能している。駐在している僧侶には、多くの内部情

報が届いており、食料配布の場としても機能してい

る。さらに、この空間を通じて、ボランティアは公

認のような存在となり、社会的に影響力を有した場

所でもあるため、〈闇の都市〉の中にある〈光〉の空間

でもある。一般社会という外部から関わっているボ

ランティアにとっては、非常に入り込みやすい空間

であり、食料配布にとどまっても、支援活動の土台

として感じられる。

4.3．今後の課題

食料配布を中心としたアウトリーチによって、タ

イ人コミュニティーへの接近が可能となり、さらに

タイ寺院の協力により、ボランティア支援者と支援

の受け手の間に顔の見える関係が構築され、支援活

動に関する情報がタイ人ネットワークの中に拡大し

たおかげで、相談件数が増加するという成果が出て

いる。
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　一方、こうしたアウトリーチは、全ての店舗に

届いているわけではなく、同じエンクレイヴ空間の

中でも、届けやすいラインと届けにくいラインが存

在している。在日タイ人のボランティアにとっても、

特に面識がない同胞の場合は同じである。地域での

アクティビティ拠点のような施設を開設すること

は、影響力が強まる機会となるが、特にボランティ

アベースのNGOの場合では、財源の問題が生じる

可能性もある。日本語教室の場合は、互助的な地域

資源を利用していたが、継続しなかった。この問題

を今後いかに出張型教室で解決できるかはまだ不明

瞭である。

しかし、伊勢佐木モールという包容力のある〈闇〉

の空間がもつ商業的かつ社会的機能がバランスよく

動いているにしても、自助の基盤となるエスニック

ビジネスであるタイマッサージ店の限界も目立つ

（特に飽和問題）。この基盤が先述した在日タイ人女

性の脆弱な社会的地位と密接な関係を有しているこ

とが、継続的な連帯ハブを必要とする決定的な要因

である。

5．福岡市博多区吉塚地域―自助・互助空
間を目指す連帯ハブ

5.1．エンクレイヴ化の背景

篠栗街道のあらゆるところに、博多寄りの都心部

と箱崎生活文化拠点域の間に挟まれた吉塚地域とい

う空間がある（福岡アジア都市研究所2007）。その中

心にある吉塚市場では、2020年に吉塚市場リトルア

ジアマーケットが誕生した。背景には、JR吉塚駅

前再開発事業に乗り遅れた衰退商店街という地域問

題が存在している。商店街再生に向けた対策として、

商店街組合が近年周辺地域で激増している在留外国

人の存在に着目し、商店街の改造に挑戦した。

前節で述べたように、栗本（1983）はこの地域周辺

を〈闇の闇〉として類型化している。島村（2005）は、

その歴史的な実態を明らかにしている。とりわけ、

吉塚の南部にある千代（三笠川沿い）と堅粕では、戦

争直後、博多港経由で帰国を希望する朝鮮人のバ

ラック群（不法占拠地）が形成されていったことに対

し、福岡市が1980年代にクリアランスを行い、再

居住のために公営住宅を建てた経緯があった（三浦

2015も参照）。千代の方には、未だに韓国食材・手

作りキムチ専門の老舗があり、団地でありながらコ

リアタウンのような様相を呈している。さらに西北

エリアの方には、ちょっとした簡易宿泊所街の跡が

残存しており、現金日払いの作業員募集広告がみら

れる。一方、堅粕の方では、人権の街づくり館など、

社会政策ベースのインナーエリアらしい都市空間が

目立つ。さらに、箱崎には、九州大学キャンパスの

移転に伴い、大学生が減少した替わりに様々な在留

資格保持者が増えており、特にハラル認証料理店が

存在感を放っている。

吉塚地域とその周辺に在留外国人人口が増えてい

る理由は、日本語学校と専門学校で就学する留学生

やその他の在留資格保持者の就労先となっている物

流センター製造業が立地する地区の存在にある。

吉塚商店街は、商業機能のリバイバルを目的とし、

こうした在留外国人にとって居心地の良い、東南ア

ジア風のマーケットに変身することになった。その

実現に向けて、経済産業省の「商店街活性化・観光

消費創出事業」補助金を獲得して、「共生・共修」と

「食」「繋がり」「安心」というスローガンの下で在留

外国人と地域の人との充実した受入インフラを創生

することを決めた8）。伊勢佐木町地域と同様に、そ

の中心になったのは、「吉塚御堂」であり、地域密着

のお寺によるイニシアチブで、法要や旧正月のイベ

ントが行われる礼拝所がつくられた。この創設に向

けて、トランスナショナルなつながりを活かし、福

岡の姉妹都市であるヤンゴンの業者に発注し、2メー

トルほどのアジア様式のお釈迦様を入手した。そし

て地域の交流イベントを行う多目的スペースである

「アジアンプラザ」を設立し、ここにはヒンドゥー教

のガネーシャ像を置いた。両施設はのちに連帯ハブ

の拠点になり、地域のエンクレイヴ化を進める要因

ともなった。

商業機能の強化を図るためには、昔からある日本

人向けの商店に加え、ベトナム、ミャンマー、タイ、

カンボジア、中国、韓国、ネパールの食材店や飲食

店を福岡の近隣地域から誘致し、自助・互助の土台

を作る計画を立てた。しかし、オープンした当時こ

そ、メディアからの注目も浴びたが、コロナ禍と重

なり、苦難なスタートとなった。一方、在留外国人

が流入するにつれて、様々なニーズが可視化し、社

会機能の強化を図る必要性に迫られた。

5.2．連帯ハブの体制

アジアンプラザの中にはオープンスペースがあり、

外国人支援に関連する団体や行政の外国人向けの生活

関連の案内資料などが置かれているが、流入者の増加

に伴い、様々なニーズや課題が出ている。これに対し、

連帯ハブの構築と同時に共助支援のシステム化も図ら
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れている。連帯ハブに関しては、在留外国人の流入に

伴い、ニーズが空間的に集中したことに対し、アジア

ンプラザを利用する地域外部の組織やボランティアか

らの声掛けが行われている。その中には、近隣病院に

よる医療生活多言語相談会、福祉系イベント、留学生

向けの就労支援などがあり、多方面の支援サービスに

つながる共助支援システムが構築されている様子がう

かがえる。他にも、国際交流団体による交流イベントや、

お祭り・行事の開催、防災説明会、バザーなどが行わ

れている。これらを通じ、支援者間のプラットフォーム

が形成されつつあるといえる。さらに、外国人の子供

のために、子ども食堂を開いたり、地域に発信するセ

ミナーなども定期的に開催している。

　具体的な支援としては、相談を中心として、行政

や民間団体につなげる案内と紹介がメインであるが、

利用者は決して多くないようである。本多（2024）が取

り上げた事例によると、例えば一つの団体は、2022年
半ばから、定期的に日曜日の午前に外国人向けの生活

相談を行ってきたが、相談側は5人体制（日本人4人、

外国人1人）であるのに対し、実際に来た相談は、1年で5・
6件と比較的少ない。しかし、少ない件数であるからこ

そ、時間をかけてすぐに解決できない問題への対応も

可能となる。相談に来る在留外国人にとっては、住ん

でいる場所や職場に一番近い相談場所であるため、訪

れやすいという利点がある。

　もう一つの課題は、市場の寄せ場化である。すな

わち、在留外国人が集まるこのマーケットは、ブロー

カーの温床になっていた時期もあり、しばしばトラブル

を引き起こしていた。フィールドワークを行った時は、

夜になるとマイクロバスがやってきて、バイトを求め

る留学生などを乗せ、周辺にある流通センター、製造

業工場へ運んでいた。この問題に対し、地域ベースの

「Fukuoka Little Asia Community（FLAC）人材センター」

が創設され、地域を訪れる・地域で住んでいる在留外

国人を悪質なブローカーや詐欺師から守るため、外国

人を雇用したい企業、監理団体、登録支援機関と求職

者の適正な労働マッチングや人材確保などを行ってい

る。そのため、アジアンプラザでイベントや活動を行っ

ているのは、協議体に加盟している団体がほとんどで

あり、FLAC はその団体に所属している新たな担い手

と手を組むことができるようになった。本センターがで

きたことにより、人材の育成や紹介を適切に行い、吉

塚リトルアジアに悪徳人材を入れないで、システム化

した共助支援体制を運営していくことが可能となった。

こうしたプラットフォーム化、そして連帯ハブの形成

は、商店街という魅力的なセッティングで行われてい

る。利用者にとっても、顔の見える形で会話が生まれ

やすい環境の中で共助支援体制ができ、エンクレイヴ

化する一つの要因となっている。また、この空間で開

かれる交流セミナーなどは、民間団体や入国管理局な

どの行政も参加しやすい機会となっている。

5.3．今後の課題

外部の組織やボランティア団体が関わる吉塚市場

という空間では、連帯ハブが形成されたが、上述し

た通り、多くの相談が来るわけではなく、あるいは

活動の成果があまり感じられないという問題が起こ

る。ある意味、アジアンプラザという共助支援拠点

では、需要と供給のバランスがとれておらず、共助

支援体制が効率的に稼働していない課題がある。し

かし、吉塚市場は〈闇の闇〉の空間に囲まれながらも

〈闇〉の空間の特性を活かしており、ユニークな空間

を生み出している。加えて、御堂などが地域の磁場

として機能しており、集客のポテンシャルを持って

いる。しかし、社会的機能と比べて、商業機能が未

だに弱いという問題点もある。すなわち、吉塚市場

は、一つのアトラクションにはなっているが、お金

がたくさん落とされる消費空間にはなっていない。

特に残存する昔からの日本人向けの商店は、こうし

たアトラクション的な雰囲気から外れているという

課題もある。さらに、吉塚市場リトルアジアマーケッ

ト計画に未だに抵抗感を持っている店主や住民もお

り、地域に中の分断もある。これは主に商店街の商

業機能に関する問題点である。

FLACというシステム化した共助支援プラット

フォームに関しては、在留外国人を対象とした活動

を行っている吉塚地域の民間団体を結ぶポテンシャ

ルを有しているように見える一方、収入源となる

ビジネスにまでは至っていない課題がある。まだス

タートを切ったばかりであるため、どのように展開

していくか予想しにくいが、今後は地域の受入イン

フラに重大な役割を果たしていくと考えられるた

め、その持続性が問われるであろう。

6．まとめ・結論

本稿では、近年顕在化している在留外国人の在留

資格・制度・ニーズなどの複雑化に着目しながら、

多文化共生のキーポイントともなる地域での受入イ

ンフラ整備をめぐる実践を「連帯ハブ」の概念を通し

て検証した。この目的を達するため、地域性（＝受

入インフラの環境や社会資源）に焦点を当て、一般

都市論の中ではメジャーではない横浜市中区伊勢佐
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木町と福岡市博多区吉塚地域を事例に在留外国人に

よるエンクレイヴ化とその支えとなる共助支援体制

のメカニズムを検討した。問題意識は、必ずしも定

着型ではない一時性・流動性の顕著なエンクレイヴ

に対し、どのような受入インフラ整備を考えるべき

かという問いに立ちつつ、エンクレイヴ化における

共助支援ネットワーキングの役割にあった。

連帯ハブは、連帯を示す・強化する目的で特定の

地域に入り込む共助支援体制として、地域外部から、

多くの場合ボランティアベースで、様々な支援のノ

ウハウが地域資源と結ばれていくメカニズムとして

概念化した。これは比較的フレキシブルな支援体制

であり、在留外国人エンクレイヴが抱えているニー

ズに対するその場のその時の支援である。

連帯ハブの場所性を考察するためには、栗本

（1983）による〈光〉、〈闇〉、〈闇の闇〉という都市空間

の類型化を参考にし、歴史的に〈闇の闇〉の空間に隣

接する〈闇〉の空間である伊勢佐木町と吉塚における

共助支援を取り上げた。この2つの事例では、地域

の中心である商店街の商業機能と社会機能が果たす

包容力にも着目した。両事例ともに、こうした商店

街の中心性があり、むしろディープエリアのような

雰囲気を持っていても、それとも持っているからこ

そ、外部から関わりやすいセッティングとなってい

ることが分かった。また、こうした独特な雰囲気の

中に、在留外国人の心の支えになる宗教拠点がつく

られ、アトラクションのようなものでありながら、

共助支援を地域資源と結ぶ役割も果たしていること

が明らかとなった。

本稿で取り上げた、今後も日本各地に増えていく

であろうエンクレイヴの中では、連帯ハブ的な共助

支援体制が地域資源を活用し、重要な役割を果たし

ていることが明らかになった。連帯ハブの実践に関

しては、より詳細な検討が必要であるが、2つのパ

ターンが見えてきたと思われる。伊勢佐木町のよう

に、商店街中心の既存の互助ネットワークを共助支

援が支えていくパターンと、吉塚のように、商店街

を中心に共助支援体制が構築され、それが今後在留

外国人による互助・自助ネットワーキングの基盤（そ

れとも起爆剤）になるパターンである。いずれも、

新しい包容力をもつ空間の生成メカニズムとして見

ることができる。

最後に受入インフラのことについても考えたい。

これも本稿では十分に検討できなかった点である

が、「インフラ」は、投資とメンテナンスを必要とす

る仕組みであるため、結ばれた連帯ハブと地域資源

の金銭的なベースについてもこれから詳細に検討し

ていく必要がある。これは今後の研究課題である。

注

1） ここでは、「外部者」は、自分の地域のことや支援活動な

どに初めて興味を持ちだした地域住民までを含む。

2） 福岡市は、2024年1月の時点で外国人人口が44,830人
（2014年1月時点の18,265人から倍増以上）、横浜市は同

じ時点で、116,261人（75,395人から5割以上の増加）であ

る（福岡市2024; 横浜市2024）。
3） 中国都市における、「農民工」という地方から都市へ流入

する出稼ぎ労働者の社会空間的な受け皿である「城中村

（アーバンビレッジやビレッジ・イン・シティとも呼ぶ）」

が最もイメージしやすいかもしれない。

4） このパラグラフは、本多（2024）から得た知見である。

5） 日本大都市における鶴橋や新大久保のコリアタウン、そ

して横浜と神戸の中華街も商店街を基盤としたエスニッ

クタウンである（福本 2022; 山下 2021）。現在の中華街は、

商業機能に偏っているが、特に鶴橋のコリアタウンでは、

互助からシステム化したデイセンターなどの社会福祉体

制からなる社会的機能が顕在化している（黒木 2020）。
6） 黄金町は、厳格な取り締まりを通じ、違法飲食店が次々

と無くなり、行政と地域自治会による権力グリップが効

いた光の空間になっているはずであるが、未だにちょっ

としたインフォーマルな住宅市場が残存し、〈闇の闇〉の

空間の痕跡がみられる（高田 2021）。
7） 一時、エンクレイヴの中にあるタイスナックのスペース

を借り、（主に子供向けの）教室を運営していた時期も

あった。こうした地域資源を活かすのも連帯ハブの特徴

である。

8） HPによる（https://yoshiduka-yla.com/market/）。
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